
【資料２－１】 

公立大学法人新潟県立大学の役員報酬支給基準の変更について 

 

１ 改正する規程 

  公立大学法人新潟県立大学役員報酬規程 

 

２ 改正理由 

令和５年度、県の特別職に対する期末手当支給割合の増改定が行われたため、これ

に準じ、増額するもの。 

なお、役員報酬については、これまで、県の特別職に対する期末手当支給割合の改

定に準じ、相当額を改定してきた（平成２１、２２、令和２、３年度は減額改定、平

成27～30、令和４年度は増額改定）が、令和５年度の改定に準じた場合、役員報酬

規程第３条に定める年俸額を上回る額となるため、これまでの取扱いを行わないこと

とし、役員報酬規程第３条に定める年俸額を適用する。 

 

３ 改正内容 

 改正後 改正前 増加額 

理事長 20,000,000円 19,913,985円 86,015円  

副理事長 10,600,000円 10,554,412円 45,588円  

 

４ 役員報酬規程の改正後全文 

別添 資料２－５のとおり 

 

 

 
地方独立行政法人法 

（役員の報酬等）  

第四十八条  特定地方独立行政法人の役員に対する報酬及び退職手当（以下この条、次条及び第五十六

条第一項において「報酬等」という。）は、その役員の業績が考慮されるものでなければならない。  

２  特定地方独立行政法人は、その役員に対する報酬等の支給の基準を定め、これを設立団体の長に届

け出るとともに、公表しなければならない。これを変更したときも、同様とする。  

３  前項の報酬等の支給の基準は、国及び地方公共団体の職員の給与を参酌し、かつ、他の特定地方独

立行政法人及び民間事業の役員の報酬等、当該特定地方独立行政法人の業務の実績及び認可中期計画の第

二十六条第二項第三号の人件費の見積りその他の事情を考慮して定められなければならない。  

（評価委員会の意見の申出） 

第四十九条  設立団体の長は、前条第二項の規定による届出があったときは、その届出に係る報酬等の

支給の基準を評価委員会に通知するものとする。 

２  評価委員会は、前項の規定による通知を受けたときは、その通知に係る報酬等の支給の基準が社会

一般の情勢に適合したものであるかどうかについて、設立団体の長に対し、意見を申し出ることができる。  

（準用） 

第五十六条 第四十八条及び第四十九条の規定は、一般地方独立行政法人の役員の報酬等について準用す

る。この場合において、第四十八条第三項中「給与を参酌し、かつ」とあるのは「給与」と、「実績及び

認可中期計画の第二十六条第二項三号の人件費の見積り」とあるのは「実績」と読み替えるものとする。 


